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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第57期 

第２四半期連結 
累計期間 

第58期 
第２四半期連結 

累計期間 
第57期 

会計期間 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ９月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ９月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 6,143,469 5,101,979 13,647,553 

経常利益 （千円） 111,272 92,201 423,910 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 46,056 49,400 246,053 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 35,431 31,865 265,188 

純資産額 （千円） 6,389,736 6,601,254 6,618,859 

総資産額 （千円） 10,855,630 10,747,803 12,184,470 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 2.83 3.04 15.13 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 58.9 61.4 54.3 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 1,059,010 981,802 722,516 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △322,887 △332,861 △343,152 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △502,669 △436,974 △236,338 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 1,262,675 1,376,777 1,172,162 

 

回次
第57期

第２四半期連結
会計期間

第58期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
 ７月１日
至平成26年
 ９月30日

自平成27年
 ７月１日
至平成27年
 ９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.77 2.83 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主

要な関係会社における異動もありません。 

 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当企業集団が判断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等

を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

（1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、回復基調が続いているものの、民間設備投資・個人消費の

回復にやや鈍化がみられるほか、海外経済にも一部に下振れリスクが懸念される等、不透明感もあるものの、企

業収益や雇用・所得環境の改善を背景として、総じて緩やかな回復基調で推移いたしました。

 当建設関連業界におきましては、公共投資は減少傾向に転じているものの、高水準を維持しており、事業環境

は底堅く推移している一方で、受注競争の激化に加え、依然として続く労務単価・建設資材価格の高止まり等の

影響で、厳しい事業環境のまま推移いたしました。

 このような状況の中、当企業集団は、社会資本整備の一翼を担う企業集団として、従来から取り組んでいる東

日本大震災の復興支援を継続して行っていくとともに、案件の「質」に重点を置き、採算性を重視した方針のも

と営業活動を展開してまいりました。

 その結果、受注高は、前年同期比12.9％減の6,350百万円となりました。売上高は、当第２四半期連結累計期間

の受注高の減少に加え、期初の受注残高が前年同期に比べ減少していることもあり、前年同期比17.0％減の5,101

百万円となりました。

 利益面につきましては、採算性のよい受注案件に絞り込んだ営業活動の効果が発現しはじめたものの、当第２

四半期連結累計期間においてはまだ大きな影響とはなっておらず、営業損益は、87百万円の利益（前年同期比

14.6％減）にとどまりました。経常損益は、92百万円の利益（前年同期比17.1％減）、親会社株主に帰属する四

半期純損益は、繰延税金資産の評価の影響もあり、49百万円の利益（前年同期比7.3％増）となりました。

  当企業集団の前期繰越受注高、受注高、売上高、次期繰越高は次のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高

（千円）
売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第２四半期連結累計期間 5,090,762 7,291,841 6,143,469 6,239,134

当第２四半期連結累計期間 4,304,977 6,350,150 5,101,979 5,553,148
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 当第２四半期連結累計期間のセグメント別の業績は以下のとおりであります。

 

 ［土木関連事業］

 法面保護工事が主体の当事業は、前年同期より実施している受注案件の絞り込みが一巡し、好採算性を伴っての

受注案件獲得の強化につとめた結果、受注高は前年同期比8.6％減の1,710百万円となりました。しかしながら売上

高は期初の手持工事の総量が前年同期に比べ減少していたこと等から、前年同期比32.2％減の1,255百万円となり

ました。利益面につきましては、前連結会計年度から手掛けております受注案件の事前調査の徹底による不採算工

事の排除や原価管理の徹底化などの方針が奏功してきており、営業損益は、27百万円の利益（前年同期は135百万

円の損失）となり、営業黒字に転換いたしました。

 当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高

（千円）
売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第２四半期連結累計期間 1,322,168 1,870,423 1,851,946 1,340,646

当第２四半期連結累計期間 845,120 1,710,389 1,255,120 1,300,389

 

［建築関連事業］

 医療施設向けの放射線防護、電磁波シールド工事等が主体の当事業は、業界内での当企業集団の優位性を背景と

して、受注高は概ね期初の想定どおりに推移している一方で、前年同期に大口の受注があったことから反動減とな

り、前年同期比18.9％減の3,044百万円となりました。工事進捗については堅調に推移しており、売上高は、前年

同期比11.5％減の2,358百万円となりました。利益面につきましては、原価管理の徹底により、採算性の悪化して

いた工事が減少してきたものの売上高の減少に伴い営業損益は、前年同期比9.2％減の159百万円となりました。

 当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高

（千円）
売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第２四半期連結累計期間 3,123,658 3,753,568 2,665,766 4,211,460

当第２四半期連結累計期間 2,851,439 3,044,003 2,358,082 3,537,361

 

［型枠貸与関連事業］

 消波根固ブロック製造用型枠の賃貸及びコンクリート二次製品の販売が主体の当事業は、公共事業の予算執行の

遅れが受注の遅れを招き、受注高は、前年同期比6.2％減の1,537百万円となりました。また、売上高も、受注高に

準じて前年同期に比べ減少し、前年同期比5.9％減の1,392百万円となりました。売上高の減少している中で特に採

算性の良い事業分野が大きく減少したこと等により、利益面も大幅に減少し、営業損益は前年同期比64.6％減の81

百万円にとどまりました。

 当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高

（千円）
売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第２四半期連結累計期間 138,709 1,638,580 1,479,988 297,302

当第２四半期連結累計期間 250,279 1,537,179 1,392,454 395,004
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［その他の事業］

 その他の事業分野には、不動産賃貸事業、戸建住宅販売事業、海外での事業等を一括してその他の事業としてお

ります。不動産賃貸事業は前年同期と同様に推移しておりますが、戸建住宅販売事業等は新規の引渡が１棟にとど

まったこと及び海外での事業は新規の事業が開始されたこと等から、受注高は前年同期比100.1％増の58百万円、

売上高は前年同期比33.9％減の96百万円となりました。利益面につきましては、海外での事業の設備の償却負担が

利益を圧迫し、営業損益は22百万円の損失（前年同期は６百万円の利益）となりました。

 当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。 

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高

（千円）
売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第２四半期連結累計期間 506,225 29,268 145,768 389,725

当第２四半期連結累計期間 358,136 58,577 96,321 320,393

 

（2）財政状態

 当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）における総資産は、前連結会計年度末（平成27年３月31

日）に比べ1,436百万円減少し10,747百万円となりました。減少した主な要因は、前連結会計年度末に計上された

営業債権の回収及び未収還付法人税等が還付となり生じた資金の利用による減少等であります。

 一方、負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,419百万円減少し4,146百万円となりました。減少した主な要因

は、工事未払金等仕入債務の支払いによる減少、短期借入金の返済による減少等であります。

 純資産は、剰余金の配当が48百万円あったほか、当第２四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純

利益が49百万円となったこと等から、前連結会計年度末に比べ17百万円減少し6,601百万円となりました。

 以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ7.1ポイント上昇し61.4％となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 

［営業活動によるキャッシュ・フロー］

 営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少1,116百万円、たな卸資産の増加77百万円等があったも

のの、税金等調整前四半期純損益が90百万円の利益となったこと及び売上債権の減少、法人税等の還付等により、

981百万円の収入（前年同期比7.3％減）となりました。

 

［投資活動によるキャッシュ・フロー］

 投資活動によるキャッシュ・フローは、主に定期預金の預入及び賃貸用鋼製型枠の取得により、332百万円の支

出（前年同期比3.1％増）となりました。

 

［財務活動によるキャッシュ・フロー］

 財務活動によるキャッシュ・フローは、主に借入金の返済と配当金の支払及びリース債務の返済等により436百

万円の支出（前年同期比13.1％減）となりました。

 

 これにより、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は前年同期末残高に比べ114百万円増加

（前年同期比9.0％増）し、1,376百万円となりました。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当企業集団が対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は32百万円であります。なお、当第２四半期連結累計期

間において研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,000,000

計 66,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在 

発行数（株）
(平成27年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成27年11月11日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,640,000 16,640,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 16,640,000 16,640,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 16,640,000 － 1,120,000 － 1,473,840
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（６）【大株主の状況】

    平成27年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フリージア・マクロス株式会社  東京都千代田区外神田６丁目８番３号 4,299 25.84 

夢みつけ隊株式会社 東京都新宿区愛住町13番地10新宿杉山ビル 3,621 21.76 

有限会社ケイエムシー 東京都目黒区目黒本町１丁目16－13－404 900 5.41 

株式会社一や 高知県高知市帯屋町１－10－18 715 4.30 

技研興業従業員持株会 東京都杉並区阿佐谷南三丁目７番２号 406 2.44 

角田 式美 東京都調布市 378 2.28 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人） 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

321 1.93 

勝川建設株式会社 山形県西村山郡河北町谷地甲2681 213 1.28 

武井 博子 東京都杉並区 199 1.20 

フリージアトレーディング株式会社 東京都千代田区外神田３丁目16番16号 179 1.08 

計 － 11,232 67.50 

 （注）上記のほか、自己株式が388千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 388,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,996,000 15,996 －

単元未満株式 普通株式 256,000 － －

発行済株式総数 16,640,000 － －

総株主の議決権 － 15,996 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

技研興業株式会社
東京都杉並区阿佐谷

南三丁目７番２号
388,000 － 388,000 2.33

計 － 388,000 － 388,000 2.33

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

（1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役（非常勤） － 鴨下 和義 平成27年９月23日

（注）平成27年９月23日、逝去により退任いたしました。

 

（2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性14名 女性０名（役員のうち女性の比率０％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 1,441,919 1,586,453 

受取手形・完成工事未収入金等 5,188,351 3,462,094 

有価証券 300,242 500,324 

たな卸資産 ※１ 291,421 ※１ 377,802 

その他 291,574 128,981 

貸倒引当金 △54,681 △45,261 

流動資産合計 7,458,828 6,010,395 

固定資産    

有形固定資産    

土地 2,028,711 2,028,711 

その他（純額） 1,812,467 1,866,091 

有形固定資産合計 3,841,179 3,894,803 

無形固定資産    

その他 19,902 19,246 

無形固定資産合計 19,902 19,246 

投資その他の資産    

投資有価証券 478,258 467,120 

その他 437,342 404,044 

貸倒引当金 △51,040 △47,807 

投資その他の資産合計 864,559 823,357 

固定資産合計 4,725,641 4,737,408 

資産合計 12,184,470 10,747,803 

負債の部    

流動負債    

工事未払金等 2,359,763 1,253,051 

短期借入金 ※４ 1,528,170 ※４ 1,004,634 

未払法人税等 11,833 47,839 

未成工事受入金 56,478 86,576 

賞与引当金 135,781 119,318 

その他の引当金 10,353 5,287 

その他 393,966 372,799 

流動負債合計 4,496,348 2,889,506 

固定負債    

社債 128,300 97,000 

長期借入金 ※４ 661,084 ※４ 860,116 

退職給付に係る負債 22,136 25,653 

その他 257,742 274,273 

固定負債合計 1,069,262 1,257,042 

負債合計 5,565,610 4,146,549 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,120,000 1,120,000 

資本剰余金 1,473,843 1,473,843 

利益剰余金 3,948,313 3,948,947 

自己株式 △66,326 △67,031 

株主資本合計 6,475,829 6,475,758 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 122,848 114,706 

退職給付に係る調整累計額 20,181 10,788 

その他の包括利益累計額合計 143,029 125,495 

純資産合計 6,618,859 6,601,254 

負債純資産合計 12,184,470 10,747,803 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 6,143,469 5,101,979 

売上原価 5,370,666 4,418,335 

売上総利益 772,803 683,643 

販売費及び一般管理費 ※ 670,807 ※ 596,585 

営業利益 101,995 87,058 

営業外収益    

受取利息 1,687 3,122 

受取配当金 4,563 6,467 

物品売却益 11,287 1,380 

受取補償金 301 1,049 

貸倒引当金戻入額 10,421 12,653 

その他 4,410 4,839 

営業外収益合計 32,671 29,513 

営業外費用    

支払利息 17,997 14,560 

為替差損 944 7,350 

その他 4,453 2,458 

営業外費用合計 23,394 24,369 

経常利益 111,272 92,201 

特別損失    

固定資産除却損 3,407 1,240 

特別損失合計 3,407 1,240 

税金等調整前四半期純利益 107,864 90,960 

法人税、住民税及び事業税 20,752 39,092 

法人税等調整額 41,055 2,468 

法人税等合計 61,807 41,560 

四半期純利益 46,056 49,400 

親会社株主に帰属する四半期純利益 46,056 49,400 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 46,056 49,400 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △5,760 △8,142 

退職給付に係る調整額 △4,864 △9,392 

その他の包括利益合計 △10,624 △17,534 

四半期包括利益 35,431 31,865 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 35,431 31,865 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 107,864 90,960 

減価償却費 132,424 186,266 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14,873 △12,653 

賞与引当金の増減額（△は減少） △20,894 △16,463 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △5,300 △10,365 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 29,826 △5,066 

受取利息及び受取配当金 △6,250 △9,589 

支払利息 17,997 14,560 

為替差損益（△は益） 944 7,350 

固定資産除売却損益（△は益） 3,407 1,240 

売上債権の増減額（△は増加） 1,616,736 1,751,467 

たな卸資産の増減額（△は増加） 41,584 △77,057 

仕入債務の増減額（△は減少） △291,993 △1,116,346 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 20,269 30,098 

前渡金の増減額（△は増加） 45,818 － 

その他 △105,880 17,830 

小計 1,571,678 852,232 

利息及び配当金の受取額 5,740 8,473 

利息の支払額 △19,147 △15,221 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △499,261 136,317 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,059,010 981,802 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △100,000 △140,000 

固定資産の取得による支出 △238,941 △203,493 

貸付けによる支出 △32,320 － 

貸付金の回収による収入 20,571 12,474 

その他 27,803 △1,842 

投資活動によるキャッシュ・フロー △322,887 △332,861 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 990,000 480,000 

短期借入金の返済による支出 △1,209,800 △1,021,360 

長期借入れによる収入 167,000 572,000 

長期借入金の返済による支出 △305,395 △355,145 

社債の償還による支出 △46,300 △31,300 

リース債務の返済による支出 △15,648 △32,158 

配当金の支払額 △81,412 △48,283 

その他 △1,113 △726 

財務活動によるキャッシュ・フロー △502,669 △436,974 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △944 △7,350 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 232,508 204,615 

現金及び現金同等物の期首残高 1,030,166 1,172,162 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,262,675 ※ 1,376,777 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

 （企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを

行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準第44－５項（4）及

び事業分離等会計基準第57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成27年９月30日） 

商品及び製品 55,295千円 121,544千円 

販売用不動産 181,912 157,595 

材料貯蔵品 53,202 70,447 

仕掛販売用不動産 1,011 28,214 

計 291,421 377,802 

 

 ２．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成27年９月30日） 

受取手形裏書譲渡高 699,779千円 405,283千円 

 

 ３．偶発債務

 当社が加入している「東京都建設業厚生年金基金（総合型）」は、平成26年３月17日開催の代議員会に

おいて特例解散の方針を決議しました。これにより、当該解散による損失の発生が見込まれますが、現時

点においては不確定要素が多く、合理的に金額を算定することは困難であります。
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※４．財務制限条項

  前連結会計年度（平成27年３月31日）

   借入金のうち、株式会社日本政策金融公庫との金銭消費貸借契約（借入残高合計268,790千円）につい

て、以下の財務制限条項が付されております。抵触した場合は、契約上すべての債務について期限の利益

を喪失する可能性があります。

  （1）借入残高56,160千円について

     ①当社の純資産額が4,955,800千円以下となったとき。

      ②借入先の書面による事前承認なしに、当社が第三者（当社の代表者、子会社等を含む。）に対し

         て、180,400千円を超える貸付け、出資、保証を行ったとき。

  （2）借入残高33,150千円について

     ①当社の純資産額が4,810,400千円以下となったとき。

     ②借入先の書面による事前承認なしに、当社が第三者（当社の代表者、子会社等を含む。）に対し

     て、新たに行う貸付け、出資及び保証の総額が、117,500千円を超えたとき。

  （3）借入残高65,040千円について

     ①当社の純資産額が4,806,300千円以下となったとき。

     ②借入先の書面による事前承認なしに、当社が第三者（当社の代表者、子会社等を含む。）に対し

     て、新たに行う貸付け、出資及び保証の総額が、175,100千円を超えたとき。

  （4）借入残高114,440千円について

     ①当社の純資産額が5,700,100千円以下となったとき。

     ②借入先の書面による事前承認なしに、当社が第三者（当社の代表者、子会社等を含む。）に対し

     て、新たに行う貸付け、出資及び保証の総額が、699,100千円を超えたとき。

 

  当第２四半期連結会計期間（平成27年９月30日）

   借入金のうち、株式会社日本政策金融公庫との金銭消費貸借契約（借入残高合計385,414千円）につい

て、以下の財務制限条項が付されております。抵触した場合は、契約上すべての債務について期限の利益

を喪失する可能性があります。

  （1）借入残高25,680千円について

     ①当社の純資産額が4,955,800千円以下となったとき。

      ②借入先の書面による事前承認なしに、当社が第三者（当社の代表者、子会社等を含む。）に対し

         て、180,400千円を超える貸付け、出資、保証を行ったとき。

  （2）借入残高7,650千円について

     ①当社の純資産額が4,810,400千円以下となったとき。

     ②借入先の書面による事前承認なしに、当社が第三者（当社の代表者、子会社等を含む。）に対し

     て、新たに行う貸付け、出資及び保証の総額が、117,500千円を超えたとき。

  （3）借入残高52,884千円について

     ①当社の純資産額が4,806,300千円以下となったとき。

     ②借入先の書面による事前承認なしに、当社が第三者（当社の代表者、子会社等を含む。）に対し

     て、新たに行う貸付け、出資及び保証の総額が、175,100千円を超えたとき。

  （4）借入残高99,200千円について

     ①当社の純資産額が5,700,100千円以下となったとき。

     ②借入先の書面による事前承認なしに、当社が第三者（当社の代表者、子会社等を含む。）に対し

     て、新たに行う貸付け、出資及び保証の総額が、699,100千円を超えたとき。

  （5）借入残高200,000千円について

     ①当社の減価償却前経常利益が２期連続して赤字となったとき。

     ②当社が債務超過となったとき。
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（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成26年４月１日 
  至  平成26年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年４月１日 

  至  平成27年９月30日） 

従業員給与手当 293,748千円 250,947千円 

役員報酬 28,984 30,492 

賞与引当金繰入額 69,785 67,912 

退職給付費用 13,681 9,362 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金預金勘定 1,512,509千円 1,586,453千円

有価証券勘定 300,165 500,324

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △550,000 △710,000

現金及び現金同等物 1,262,675 1,376,777

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日 
定時株主総会

普通株式 81,307 5  平成26年３月31日  平成26年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日 
定時株主総会

普通株式 48,765 3  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

 
土木関連 
事業 

建築関連 
事業 

型枠貸与 
関連事業 

その他の 
 事業  

（注）１ 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

売上高            

外部顧客への
売上高 

1,851,946 2,665,766 1,479,988 145,768 － 6,143,469 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － － 

計 1,851,946 2,665,766 1,479,988 145,768 － 6,143,469 

セグメント利益
又はセグメント
損失（△） 

△135,620 175,444 230,004 6,205 △174,038 101,995 

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、ハウジング

事業、不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△174,038千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

 
土木関連 
事業 

建築関連 
事業 

型枠貸与 
関連事業 

その他の 
 事業  

（注）１ 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

売上高            

外部顧客への
売上高 

1,255,120 2,358,082 1,392,454 96,321 － 5,101,979 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － － 

計 1,255,120 2,358,082 1,392,454 96,321 － 5,101,979 

セグメント利益
又はセグメント
損失（△） 

27,555 159,375 81,531 △22,990 △158,414 87,058 

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、ハウジング

事業、不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△158,414千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（金融商品関係）

前連結会計年度（平成27年３月31日）

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

未払法人税等 11,833 11,833 －

（注）金融商品の時価の算定方法

  未払法人税等

   概ね短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

当第２四半期連結会計期間（平成27年９月30日）

未払法人税等が企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて

著しい変動が認められます。

 
四半期連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

未払法人税等 47,839 47,839 －

（注）金融商品の時価の算定方法

  未払法人税等

   概ね短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

 

（有価証券関係）

 前連結会計年度の末日に比べて、著しい変動がないため、記載を省略しております。 

 

（デリバティブ取引関係）

 当企業集団は、金利スワップ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計（金利スワップの特例処理）を適用して

いるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2円83銭 3円04銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
46,056 49,400

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
46,056 49,400

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,260 16,253

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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